
富士通と韓国のサムスンS D Iは、

2 0 0 4年４月に、P D Pの特許に関して双

方が日米両国で提訴しましたが、2 0 0 4

年６月にクロスライセンス契約を結ん

で和解しました（表１の10）。

このような事例の中には、クロスラ

イセンスを結ばせる手段として訴訟を

使ったものもあります。

次に、特許料収入の獲得を主目的と

したものがあります（図１のＢ）。

テキサス・インスツルメンツ（T I）

は、キルビー特許というI Cの基本特許

を所有し、日本の半導体メーカーもそ

れに対してロイヤリティを支払ってき

ました。この特許は米国で1 9 5 9年に出

願されたものですが、T Iは特許の分

割と訂正を繰り返し、1 9 8 9年に日本で

新たに特許が成立しました。この新キ

ルビー特許に対し、東芝、N E Cなど

はクロスライセンス契約を更新して対

応しました。

現在グラフィックスなどのソフトウ

ェアを扱っているインターグラフは、

前にはハードウェアも自製していて、

「クリッパ」というマイクロプロセッ

サで使われたキャッシュ制御に関する

特許を持っていました。インテルがこ

の特許を使用していて、2 0 0 1年３月

に、侵害を認める最終判断が下されま

した。この判決によりインターグラフ

は、インテル、ヒューレット・パッカ

ードなどから総額約8．6億ドルの支払

いを受けました（表１の３、13）。

次に、装置メーカーなどと、装置に

使われる部品や周

辺機器のメーカー

との間のクロスラ

イセンス契約があ

ります。装置メー

カーなどは、周辺

機器の品揃えの充

実を図り、一方、

部品メーカーなどは販路の拡大を図る

ものです（図１のＣ）。

ソニーはメモリースティックという

フラッシュ・メモリのカードをディジ

タル・カメラや携帯音楽プレーヤに使

っていますが、2 0 0 3年６月に、このメ

モリースティックに関連する技術につ

いて、サンディスクとクロスライセン

ス契約を結びました。これにより、ソ

ニーはメモリースティックの安定供給

を図れ、また、サンディスクは自社の

メモリ・カードの販路拡大ができまし

た（表１の７）。

従来、グラフィックスの最大手であ

るN v i d i aのグラフィックスのチップ

は、インテルのマイクロプロセッサで

は使えませんでした。しかし、2 0 0 4年

1 1月に両社がクロスライセンス契約を

締結しましたので、インテルはグラフ

ィックスのチップの品揃えを充実で

き、N v i d i aはインテルのマイクロプロ

セッサのユーザーに販路を拡大するこ

とができました（表１の11）。

次に、競合する企業から製品の製

造・販売権を取得することを主目的と

したものがあります（図１のＤ）。

A M Dはインテルと互換性のあるマ

イクロプロセッサを製造・販売してい

ますが、両社は1 9 7 6年からクロスライ

センス契約を結んでいます。現在は、

2 0 0 1年に更改された契約で、1 0年間の

製造・販売権が保証されています（表１

の２）。
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□
クロスライセンス契約とはどう

いうものですか

特許のクロスライセンス契約とは、

特許を保有している２社が、お互いに

その実施権を相手に供与するもので

す。授受する権利の価値を双方が同等

と認めれば金銭の受け渡しはありませ

んが、そうでない場合は、価値の低い

特許しか供与しなかった方が差額を支

払うことになります。

なお、単に「クロスライセンス」と

言うときは、特許以外の知的財産権の

相互供与も含まれますが、ここでは、

主として特許のクロスライセンスを取

り上げます。また、対象分野をI Tに

関連する技術に限って解説します。

□ 最近のクロスライセンス契約に

はどういう事例がありますか

クロスライセンス契約には、いろい

ろな目的が複雑に絡み合っているもの

があります。また、契約の詳細内容が

非公開で、授受する権利や費用の詳細

がわからないことが数多くあります。

そのため、真の目的が何なのか、外部か

らはよくわからないことがあります。

したがって、クロスライセンスを締

結した目的によって、クロスライセン

スの事例を分類するのは困難ですが、

ここでは便宜上、図１に示すような主

な目的に分けて事例を紹介します。

まず、法廷闘争の解決手段としてク

ロスライセンス契約を使ったものがあ

ります（図１のＡ）。

マイクロソフトとサン・マイクロシ

ステムズは長年法廷で争ってきました

が、2 0 0 4年４月に全面的に和解しまし

た。合意事項の一つは、特許の実施を

相互に認める代わりにマイクロソフト

がサンに９億ドル支払うものです（表１

の８）。

情報通信
クロスライセンス契約の

現状と今後の方向
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特許のクロスライセンス契約には、さまざまな目的があります。ここでは、最近の事例をあ

げながら、そのメリットやデメリットについて解説します。

図１　クロスライセンス契約の主な目的



相手を強化するおそれもあります。

例えば、I B Mは自社のパソコンの技

術をクロスライセンスで他社に供与す

ることにより、それを業界標準にする

ことに成功しましたが、その結果、世

界中で互換製品が作られるようにな

り、結局I B Mは、2 0 0 4年にパソコン事

業から撤退することにしました。

また、インテルはグラフィックスの

チップに必要な情報を、クロスライセ

ンスでA T IやN v i d i aに供与しています

（表１の１、1 1）。これは、自社のマイ

クロプロセッサの拡販には貢献してい

ますが、自社のグラフィックスのチッ

プの販売には障害になるおそれがあり

ます。

このように、クロスライセンスには

諸刃の剣になる一面があります。

□
今後はどういう方向に進むので

しょうか

今や日本の企業は世界の最先端を走

るようになったため、新技術の特許を

取得すると同時に、あとから追いかけ

てくるアジア諸国の企業などからの防

衛が重要です。そのため、従来、日本

の企業はあまり他社を訴えることがあ

りませんでしたが、最近では他社を訴

えることが増えてきました。

2 0 0 4年４月には、P D Pに関する特許

侵害で富士通がサムスンS D Iを提訴し

ました。また、2 0 0 4年1 1月には、松下

電器産業が、同じくP D P関係の特許侵

害で韓国のL G電子の製品の輸入差止

めを申請しました。そして、同月、東

は日亜化学が世界に先行しています

が、2 0 0 4年４月にソニーと日亜化学が

その特許についてクロスライセンス契

約を締結しました。ソニーは次期

D V Dとしてブルーレイディスクを推

進しており、それに必要な青紫色レー

ザーダイオードが、この契約によって

ソニーからも供給できるようになりま

した（表１の９）。

また、包括的な特許のクロスライセ

ンス契約を結ぶことにより、製品開発

の自由度を確保し、訴訟を回避するこ

とを主目的としたものもあります（図１

のＥ）。

I B Mのライセンス料の収入は2 0 0 2年

に年間1 1億ドルありましたが、その収

入より、クロスライセンスにより設計

者が自由に製品開発を進められるよう

になるメリットの方がはるかに大きい

と、I B Mの知的財産権・ライセンス担

当の副社長は言っています（1）。

2 0 0 4年1 2月に、ソニーとサムスン電

子が、半導体技術や業界標準技術など

を広範に含む、特許のクロスライセン

ス契約を締結しました。この契約も、

特定の特許実施権の取得よりも、将来

の製品開発の自由度の確保と訴訟の回

避を主目的としたものではないかと思

われます（表１の12）。

□ クロスライセンス契約のメリッ

トおよびデメリットは何ですか

メリットとしては、単なる特許実施

権取得の契約に比べて、他社の特許を

無償、または安い対価で使えることが

あります。また、

包括的なクロスラ

イセンス契約を何

社とも締結するこ

とにより、製品開

発の自由度を確保

し、訴訟を回避す

ることができます。

一方、デメリッ

トとしては、自社

の特許を安い対価

で供与させられる

可能性がありま

す。そして、競合

芝はフラッシュ・メモリの特許侵害で

ハイニックス・セミコンダクターの日

本法人を提訴しました。

攻撃は最大の防御というのはあらゆ

る戦いに共通です。そのため、今後こ

ういう訴訟が増えると思われます。そ

うなれば、訴訟の和解手段としてのク

ロスライセンスも増えると思われま

す。

クロスライセンスの契約交渉を有利

に進めるためには、自社は使わなくて

も、他社が高く評価する特許を数多く

持っている必要があります。そのた

め、企業の特許戦略も変わってくるも

のと思われます。また、I Tの世界で

は、仕様のオープン化、業界標準化が

非常に重要なため、各社はクロスライ

センスを通じて仲間作りを積極的に進

めるようになるでしょう。

そして、オープン化されたI Tの世

界では製品間の接続仕様が非常に重要

です。そのため、例えば、E M Cとヒ

ューレット・パッカード、ヒューレッ

ト・パッカードと日立製作所、日立製

作所とE M Cなどがストレージ管理の

A PI（Application Program Inter-

f a c e）についてクロスライセンス契約

を交わしています（表１の４、５、６）。

このように、特許だけでなく、製品間

の接続仕様やソフトウェアの知的財産

権のクロスライセンスが今後増えるも

のと思われます。
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表１　クロスライセンス契約の事例


